












23　地域特性を活かした自然エネルギーの導入促進について

主管省庁（経済産業省資源エネルギー庁，環境省地球環境局）

【現状と課題】

【電源別発電電力量構成比（日本）】 　　　　【主要国の電源構成に占める自然エネルギー等の割合】
○震災前 　　　　　　　※（日本2012年，その他2010年）

　（2010年度）

○震災後

　（2012年度）

   ※会長県：徳島県

【政権与党の政策方針】
《平成26年度国予算の内容》
　◇　地域主導による先導的「低炭素・循環・自然共生社会」創出事業　５３億円
　◇　低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援基金　９４億円
《エネルギー基本計画（予定）》(P25,2-2-3)
　◇　各エネルギー源の位置付けと政策の時間軸
《自由民主党 J-ファイル2013》(P8，№23)(P20，№66)(P21，№69)(P50，№205)
　◇　不断の規制改革，エネルギー供給構造の多様化・多角化
　◇　再生可能エネルギーのさらなる推進と分散型エネルギー社会の実現
　◇　環境ビジネスの推進
《公明党 マニフェスト2013》（P11，2-1①）
　◇　エネルギー・環境分野で成長戦略を推進
　　・　省エネ技術による市場開拓と再エネ導入促進
　　・　低炭素・循環・自然共生の実現で，活力と魅力あふれる地域を

県担当課名　　環境首都課自然エネルギー推進室，総合政策課
関係法令等　　エネルギー政策基本法，電気事業法，
　　　　　　　電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法

　■　安倍首相は，東京五輪決定後のインタビューにおいて，「自然エネルギー
　　普及等の最大限の加速化」を国際公約とした。

　■　県内でも，中山間地域等において，系統送電線の容量不足による連系の制約が
　　発生しており，同地域での自然エネルギー発電施設の導入が阻害されている。

　■　南海トラフの巨大地震が切迫する地域においては，災害時の電力確保が大き
　　な課題となっている。

　■　国の新たな「エネルギー基本計画」では，再生可能エネルギーの導入目標は
　　これまでに示されている「２０２０年１３．５％，３０年に約２割」を「更に上
　　回る水準の導入を目指す」との記載に留まり，具体的目標値が示されていない。

　■　固定価格買取制度による自然エネルギーの導入が促進されている一方で，地域
　　が主体となる取組みを更に強化しなければ，施策効果が限定的なものとなる。

　■　世界各国で自然エネルギーの導入が着実に増加，今や世界のエネルギー構成
　　の重要な部分を占める。

直面する課題
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「エネルギー基本計画」に挙国
一致の方向性を示す自然エネ
ルギーの導入目標値がない。

自然エネルギー
協議会※でも｢2020年ま
でに20%に倍増する｣等
の目標値設定を提言

世界各国で自然エネルギー

の導入がさらに加速
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　・　自然ｴﾈﾙｷﾞｰと蓄電池やLED等の組み合わせによる，災害に強いまちづくりの観

　　点での取組みについて,必要性が特に高い地域に対する重点的な支援を行うこと｡

　・　世界各国において自然エネルギーの導入が加速する中，日本においても挙国
　　一致で自然エネルギーの導入を推進すること。
　・　このため，｢エネルギー基本計画」において｢２０２０年までに自然エネルギー
　　の割合を２０％に倍増させる」ような意欲的な導入目標値を設定し，地方が主役
　　となって，日本全体で導入を加速するという方向性を明確にするべきである。

　・　ＥＶ等の普及支援に加え，Ｖ２Ｈ（送受電装置）を避難所等に設置し，ＥＶを

　　非常用電源に活用するといった災害時の取組みへの支援制度を創設すること。

　■　自然エネルギーのさらなる導入促進を図るためには，地方における積極的な
　　取組みが必要であり，挙国一致で取組むための目標設定が不可欠である。

　■　自然エネルギーの導入を地方産業と連携した新たな
　　成長産業として育成する必要がある。

　■　農林水産業等，地域産業の活性化を図るため，自然
　　エネルギーの利活用を幅広く進めていく必要がある。

　■　防災・減災の観点から，分散型エネルギーである
　　自然エネルギーの戦略的な導入を推進する必要がある。

　・　成長産業としての期待が高まる自然エネルギー産業・省エネ産業を強力に

　　育成・支援する仕組みを構築するとともに，自然エネルギーを活用した

　　地域産業の活性化が図られる取組みへの支援を更に強化すること。

　　○魚礁，藻場造成効果を併せ持つ，洋上風力発電の実用化に向けた取組み

　　○海外のみならず，国内の海峡等での潮流発電に係る研究・技術開発

　　○シート状太陽光パネルを活用した農林分野での産業振興への先進的な取組み

　　○市民参加型発電所による中山間の地域資源を最大限活用するモデル的な取組み

　・　発電施設に対する連系の制限に対して，国の責任において，脆弱となった

　　系統網のスポット的な増強や高性能蓄電池の開発等の対策を講じること。

方向性（処方箋）

日本の再興に向けて

具体的内容

提言① 「エネルギー基本計画」への自然エネルギー
導入目標値の設定

将来像

提言② 成長戦略につながる自然エネルギー産業の育成，
地域産業の活性化支援

提言③ 防災・減災まちづくりを推進するための
自然エネルギー導入支援制度の創設

地域の強みを活かした施策の展開による関連産業の育成,災害時の電力確保など，

自然エネルギーと地域の課題，産業振興をつなぐ新たな展開

事業例：菌床椎茸栽培施設へのシート状
太陽光パネル・ＬＥＤ装置の導入
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